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◆ 地方交付税は、対前年度予算額の１．５％増の１，３８８億円 
 
   一方で臨時財政対策債は、対前年度予算額の２．１％減の６２０億円 
 
   合計では、対前年度予算額の０．３％増の２，００８億円 
 
 
 
 
 
◆ 県債は、対前年度６月補正後予算額の８．１％増の１，３４６億円 
 

  増額の要因は、公共事業関係で３４億円の増、新県立博物館整備で３４億円の増、退職
手当債で３２億円の増など 
 
 
 
 
 
◆ 基金繰入金は、対前年度６月補正後予算額の５５．５％減の２３９億円 
 

  減額の要因は、財政調整のための基金で１７２億円の減、庁舎等整備基金で４７億円の
減、緊急雇用創出事業臨時特例基金で３８億円の減など 

 
 
【歳出】 
 
 
 
 
 
◆  義務的経費は、対前年度６月補正後予算額の０．７％増の４，１３９億円 
 

   人件費は、特例的な給与の減額措置等により７２億円、３．２％減の２，２１１億円 
 

   社会保障関係経費は、６２億円、７．７％増の８６１億円 
 
   公債費は、４１億円、４．０％増の１，０６７億円 

 
 
 
 
 
◆ 消費的経費は、国からの交付金等による基金事業が終了または縮小することなどから、
対前年度６月補正後予算額の１０．１％減の１，４６８億円 
 
 

 

 
 地方交付税は、対前年度２０億円、１．５％の増、 
臨時財政対策債を加えると、対前年度７億円、０．３％の増 

 

 
 県債は、対前年度１００億円、８．１％の増 
  

 
 義務的経費は、対前年度３１億円、０．７％の増 

 
 基金繰入金は、対前年度２９８億円、５５．５％の減 
  

 
 消費的経費は、対前年度１６６億円、１０．１％の減 
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◆ 投資的経費は、対前年度６月補正後予算額の０．１％減の１，０８６億円 
 
公共事業については、災害復旧事業が４６億円の増となることなどから、対前年度６月補
正後予算額の４３億円、５．１％増の８８１億円 

 
 投資的経費は、対前年度２億円、０．１％の減 


